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平成27年11月

 

筑紫野市議会報告会 

資料左部分が発表スライド 

資料右部分が補足説明です。 
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１．出席議員紹介・日程説明

２．班長からの挨拶

３．常任委員会からの報告

・総務市民委員会

・文教福祉委員会

・建設環境委員会

1  

常任委員会からの視察については、主

に行政視察で学んできた内容について

報告します。 

3 

４．特別委員会からの報告

・決算審査特別委員会

・予算審査特別委員会

・山神ダム上流域産業廃棄物問題対策
特別委員会

・市庁舎建設調査研究特別委員会

2  

特別委員会からの報告では、各委員会

の審議内容について報告します。 
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５．質疑応答

（休憩：１０分間）

６．意見交換会

７．閉会挨拶

3  

報告についての質疑応答の後、休憩を

はさんで意見交換会を行います。 

ぜひ皆様のご意見をお聞かせください。 

5 

4

筑紫野市議会報告会は

筑紫野市議会基本条例第１１条

「議会は、市民への報告と市民との
意見交換の場として、議会報告会を
行うものとする。」

に基づき、開催しています。

 

筑紫野市議会報告会は議会基本条例

第11条に基づき、 

皆様との交流を目的とした意見交換の場

として開催しています。 

6 

5  

総務市民委員会 

委 員 長：井上 剛士 

副委員長：中山 雄夫 

委   員：城間 広子 

佐藤 政志 

鹿島 康生 

阿部 靖男 

白石 卓也 
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・平成27年10月6日（火）
公共交通について：

愛知県一宮（いちのみや）市

・平成27年10月7日（水）
地域コミュニティについて：

愛知県津島（つしま）市

・平成27年10月8日（木）
地域での防災対策について：

愛知県常滑（とこなめ）市

6  

本委員会では、平成２７年１０月６日から 

８日までの間で「公共交通」、「地域コミュ

ニティ」、「地域での防災対策」の３つのテ

ーマについて、それぞれ先進的な取り組

みをされている自治体へ行政視察を行

いました。 

 

8 
（愛知県一宮市）

7  

愛知県一宮市 

人口：３８万６千人 

面積：１１３．８２Ｋ㎡ 

平成１７年、一宮市・尾西市・木曽川町の

２市１町が合併し、新たな「一宮市」が誕

生した。 

9 生活交通バス

8  

３つのタイプのバス 

路線バス：名鉄バス 

i－バス：運行委託（名鉄バス） 

生活交通バス：運行委託 

（スイトトラベル） 
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9

生活交通バス

 

３つのタイプのバス 

・路線バス：一宮駅を中心に放射状に運行

されています。 

・i－バス：市内公共施設の利便性 

向上、高齢者・障害者・子どもの社会 

参加の促進を目的として、市内循環型 

のコミュニティバスを運行されています。 

・生活交通バス：路線バスが撤退された 

地域において、公共交通不便地域の 

解消を目的に「地域に必要な交通手段の

確保を地域で守るバス」として運行されて

います。 

11 

の運行は、話し合いが大切！！

10  

・生活バスの運行にあたっては、利用 

する地域の方々が利用しやすいように、

運行ルート・バス停・運行時間等を 

話し合って決めています。 

・運賃は、２００円以上であれば自由に 

決められます。 

・利用者数の基準を設定し、利用者数が

基準を下回れば廃止 

・バス利用地域では、「地域の生活交通

は地域で守る」という高い意識のもとで利

用促進活動など行われており、利用者数

は基準より多く、順調に運行されていま

す。 

12 
（愛知県津島市）

11  

愛知県津島市 

人口 ６４.２４３人 

面積 ２５．０９Ｋ㎡ 

津島市のコミュニティの原点は、尾張津

島天王祭・尾張津島藤まつり・尾張津島

秋祭り等が起因とされます。 
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西小学校
区

北小学
校区

南小学
校区

東小学
校区

神島田小
学校区

高台寺小
学校区

神守小
学校区

蛭間小
学校区

北小学校区
コミュニティ推進協議会
平成21年10月15日設立
人口5,８５２人
世帯数2,5７３世帯

西小学校区
コミュニティ推進協議会
平成10年3月26日設立
人口11,３３１人
世帯数4,６０２世帯

東小学校区
コミュニティ推進協議会
平成21年5月24日設立
人口10,3８２人
世帯数4,1４８世帯

南小学校区
コミュニティ推進協議会
平成23年10月5日設立
人口9,４０４人
世帯数3,9０１世帯

蛭間地区
コミュニティ推進協議会
昭和58年11月9日設立
人口5,８３４人
世帯数2,2７８世帯

神守小学校区
コミュニティ推進協議会
平成20年4月28日設立
人口9,４４３人
世帯数3,６２５世帯

高台寺小学校区
コミュニティ推進協議会
平成20年3月3日設立
人口4,２７６人
世帯数1,551世帯

神島田小学校区
コミュニティ推進協議会
平成20年2月28日設立
人口7,7２１人
世帯数2,9３１世帯

全ての小学校区でコミュニティが設立
12  

コミュニティ組織 

・津島市では、８つの小学校区に各地域

コミュニティ推進協議会を設立 

・昭和５６年から平成２３年までに全小学 

校区に推進協議会が設立されました。 

・地域コミュニティ活動の拠点施設と 

して、各小学校区に拠点施設が整備 

され、管理運営は各コミュニティ推進 

協議会が行っています。 

14 

 

コミュニティ団体への財政支援 

コミュニティ活動推進事業補助金：２，４００千円 

拠点施設管理運営交付金・委託料：１２，７６６千円 

町内会業務補助金（２１９町内会）：３２，１１２千円 

交通安全対策推進事業補助金：５，３９０千円 

防犯事業補助金：１，６３０千円 

自主防災組織育成補助金：６４０千円 

15 

地域コミュニティ情報交換会の様子

まず、学ぶのは市内他校区の先進コミュニティ活動から！

毎年度発行

14  

地域コミュニティ情報交換会 

・住民主導のもと、コミュニティ組織が地域 

課題を解決するために、先ず市内各 

コミュニティ組織の活動から学ため、 

地域コミュニティ情報交換会を会場持ち 

回りで実施している。 

・地域の問題点や課題等を把握・共有し、 

地域の力で問題を解決していく。 

・話し合いや学習をつうじて、担い手を 

増やす。 

・地域が主体となり、継続的に話し合う 

場を持つ。 



16 
（愛知県常滑市）

15  

愛知県常滑市 

人口：５万８千人 

面積：５５.６５Ｋ㎡ 

知多半島の西側沿岸にあり、最高の標

高が１００ｍ未満のほぼ平坦な地形 

昭和３４年の伊勢湾台風では、大勢の死

者が発生し、床上・床下浸水約４千戸に

及ぶ甚大な被害になった。 

17 

防災ガイドのキャラクター、イラストを
が制作

徒歩帰宅支援ルート
マップ

16  

とこなめ防災ガイド 

徒歩帰宅支援ルートマップ 

・常滑市では、想定している災害が明確 

で、近い将来に発生が予測されている 

のは、南海トラフ地震であり「巨大地震」 

「津波」浸水」を想定している。 

・様々な対応が必要で、風水害ハザード 

マップ及び地震ハザードマップを配布 

し、浸水や土砂災害の危険地域や医療 

機関、避難場所を地図中に示し、日常 

の意識喚起を行っている。 

18 

17

自
主
防
災
会

民生児童委員

日赤奉仕班

体育協会

災害支援隊
（消防団OB）

 

自主防災組織 

市内２８地区の自治会全てに自主防災

班が結成されており、その内７地区では

民生児童委員・日赤奉仕班・体育協会・

災害支援隊（消防団OB）などのメンバー

で構成された「自主防災会」も自主防災

班に加わり、実践的な活動を行ってい

る。 
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給水車からの飲料水配布訓練 防災倉庫の資機材説明

18  

（左）：給水車からの飲料水配布訓練 

（右）：防災倉庫の資機材説明 

20 

応急担架訓練 応急手当訓練

19  

（左）：応急担架訓練 

（右）：応急手当訓練 

21 

①自主防災組織への交付金の支給

②区長、防災リーダーの防災先進地への視察

③消防本部が地区で実施される防災訓練の支援

④市担当者による防災講話の実施

⑤防災リーダーの養成講座の実施

20  

地域防災に対する支援策 

・自主防災活動への助成として、自主防災 

組織交付金の支給 

・区長・防災リーダーを「自治防災班長研修」と 

位置づけ、防災先進地視察を実施 

・消防本部が、地区毎に防災訓練担当者を 

配置し、防災訓練を支援 

・市の防災担当者による、出前防災講座の 

実施 

・市・県の防災リーダー養成講座等を実施し、 

地域の防災力向上を支援 
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21  

文教福祉委員会 

委 員 長：上村 和男 

副委員長：宮﨑 吉弘 

委   員：大石  泰 

       髙原 良視 

西村 和子 

古賀 新悟 

       波多江 祐介 

23 

① 審査内容

② 行政視察報告

22  

・文教福祉委員会では、健康福祉部 

及び教育部を所管とし、議案の審査や 

必要な事務事業の調査を行って 

います。 

・平成２７年９月議会での審査内容と 

行政視察の２項目について報告 

します。 

24 

① 審査内容

23  

・平成２７年９月議会で報告を受けた 

「議案第４６号筑紫野市地域包括ケア 

推進会議設置条例の制定」について 

報告します。 
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地域包括ケアシステムのイメージ図

 

・地域包括ケアシステムのイメージ図 

です。 

・市では、すでに地域ケア個別会議を 

開催していますが、平成２７年度中に 

地域包括ケア推進会議を設置し、開催

する予定です。 

26 

 

・本委員会では、平成２７年１０月に 

先進的な取り組みをしている、 

神奈川県鎌倉市、茅ヶ崎市、 

伊勢原市へ視察を行いました。 

・藤沢市においては、地域ささえあい 

センターでの視察を行いました。 

27 

26  

・鎌倉市では、発達障害児者支援の 

取り組みについて視察を行いました。 
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27  

・発達支援システムネットワークの設置 

により、障害児及び特別支援を必要と 

する子どもの早期の発達支援、教育的 

支援等ライフステージに応じた生活 

全般にわたる適切で継続的な支援が 

実施されています。 

29 

28  

・藤沢市では、地域包括センターの 

モデル事業として行われている 

「ヨロシク♪まるだい」にて、視察を 

行いました。 

30 

29  

・「地域の包括支援は地域で行う」という 

考え方のもと、地域に根ざした様々な 

取り組みをされていました。 
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30  

・茅ヶ崎市では、基幹型地域包括支援 

センターについて視察を行いました。 

32 

31  

・認知症初期集中支援チームがあり、 

医師会、薬剤師会、包括支援センター 

など多くの団体や事業所の連携体制 

を強化した取り組みがなされて 

いました。 

33 

32  

・伊勢原市では、こどもの成長に応じた 

相談支援機能の充実について行政 

視察を行いました。 



34 

 

・子ども家庭相談室では、総合相談や 

助産施設、要保護施設、児童虐待に 

関する相談業務を実施。 

・平成２６年度からは、療育相談や児童 

相談所との連携を開始し、相談支援 

体制の構築に努めました。 

・教育相談についても、学校巡回相談 

や教育相談研修が行われていました。 

35 

34  

建設環境委員会 

委 員 長：下成 正一 

副委員長：平嶋 正一 

委   員：田中 允 

横尾 秋洋 

辻本 美惠子 

原口 政信 

山本 加奈子 

36 

・平成27年10月14日（水）
埼玉県川越県土整備事務所
「東川河川整備事業について」

・平成27年10月15日（木）
東京都町田市
「ごみ減量の啓発について」

・平成27年10月16日（金）
東京都三鷹市
「みたか紫草復活プロジェクトについて」

35  

平成２７年１０月１４日～１６日 

埼玉県所沢市、東京都町田市及び 

三鷹市に行政視察に行きました。 
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二日市地区の高尾川・鷺田川の河川整備事業
と同じ、地下河川方式。

・整備前の災害状況、整備後の事業効果
・整備にあたっての住民説明会
・今後の維持管理方法、経費

36

などについて視察してきました。

 

所沢市の中央部を西から東へ流れる 

東川の河川整備事業です。 

38 

37

平常時 豪雨時

発生年 起因 主な被害状況

平成 ３年 台風１８号 道路冠水 １件、床下浸水１０戸

平成 ４年 集中豪雨 床上浸水３４戸、床下浸水４４戸

平成１７年 集中豪雨 床上浸水 ７戸、床下浸水４１戸

平成２２年
（地下河川一部完成後）

集中豪雨
（平成４年と同程度）

被害なし

出典：埼玉県資料

 

整備前の浸水被害状況です。 

事業実施前は数多くの浸水が発生して

いますが、 

事業実施後の平成２２年には平成４年と

同等の豪雨があっても被害は発生してい

ません。 

39 

38

・東川両岸付近には住宅が密集。
・川沿いには桜の名所となっている桜並木

地下河川方式を選択

 

東川は住宅密集地にあり、川沿いに 

桜の名所となっている桜並木もある 

ため、河川の拡幅は難しい状態でした。 

そこで、地下にトンネルを掘る地下河川

方式が選択されました。 
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河川整備にあたっては、シールドマシン 

で地下にトンネルを掘る泥土圧シールド 

工法が採用されました。 

地下河川の長さは2.5ｋｍ、内径は4ｍ～

5.2ｍ、総事業費は約120億円です。 

41 

40

・事業の進捗状況に併せて自治会ごとに説明会
（３か月に１度程度）

・イベントや現場見学会
（月１回程度、延べ参加者約１，５００名）

 

整備にあたっては、自治会ごとの 

説明会や現場見学会など、地元住民の 

方へきめ細やかな説明がなされて 

いました。 

42 

東京都町田市では
・99,000トン（H21）から60,000トンへの

40％のごみ削減計画
・達成に向けた5つの方針
・ゴミの資源化についての広報

41

などについて視察してきました。

 

町田市では、平成21年度に99000トン 

だったごみ排出量を40%減の60000トン 

に削減するために、数々の取り組みを 

行っています。 
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・生ごみの資源化

・プラスチックの分別

・市民協働のリサイクル広場、地域回収

・施設整備

・ゴミの発生抑制

42  

ごみ減量５つの方針 

生ごみの資源化 

・生ごみ処理機の普及と新施設での生ごみの 

メタンガス化 

プラスチックの分別 

・３万世帯でのモデル事業を開始。 

リサイクルするための新施設３か所建設。 

市民協働 

・リサイクル広場、地域改修の普及拡大 

ごみの発生抑制 

・エコバッグ、マイカップ・マイボトルの店など 

の取り組み 

44 

43

・ガラス、廃食用油、紙容器、家庭金物
など資源ごみを無料回収。

・市内に常設１か所、移動式９か所、
地域での運営７か所を設置。

 

リサイクル広場まちだ 

・常設リサイクル広場：１か所 

移動リサイクル広場：９か所 

地域リサイクル広場：７か所 

・資源ごみを無料回収 

陶磁器、ガラス食器、廃食用油、紙容器、 

家庭金物、小型家電、ペットボトルキャップ、 

ビデオテープ、インクカートリッジなど 

・リサイクル広場利用で一回１ポイント、 

５ポイントで古紙再生トイレットペーパー２つ 

と交換 

・資源化量は、全体で105トン、 

利用者3万787人 

45 

・ゴミ回収は有料。
・しかし、資源になるものは無料。

44

燃やせるゴミ ６４０円（４０Ｌ袋×１０枚）

燃やせないゴミ ６４０円（４０Ｌ袋×１０枚）

ビン・缶・スプレー缶 無料（袋不用）

ペットボトル・白色トレイ・紙パック 無料（袋不用）

剪定枝 無料（袋不用）

雑誌 無料（ひもで束ねる）

古着 無料（袋に入れる）

町田市のごみ回収料金

分別をすると得をする！
 

町田市のごみ回収料金は資源になる 

ごみは無料、ならないごみは有料に 

なっています。 

これにより、積極的に分別してくれる人 

が得をする仕組みになっています。 
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東京都三鷹市では

・紫草を栽培、育成すること
・紫根染を復活
・自生できるような自然環境の復活

を目的とした、「みたか紫草復活プロジェクト」

45

を視察してきました。

 

かつては染料「紫草（むらさき）」の 

名産地であった武蔵野の三鷹地域。 

三鷹の紫草復活プロジェクトは、今では 

絶滅の危機にある「紫草」を復活させ、 

「紫草のあふれるまちを」目指して 

います。 

47 

・市内神社内で紫草の栽培試験。
・定期的に「紫草の日」を開催
・紫草についての広報、情報発信。

46
栽培風景 Facebookでの情報発信

 

プロジェクトでは 

・市内神社内で紫草の栽培試験。 

・定期的に「紫草の日」を開催し、 

市民と一緒に紫草の育成や 

紫根染を行う。 

・Facebookなどを利用して、紫草に 

ついての広報、情報発信。 

を行っていました。 

48 

47

・筑紫野市では平成19年度から紫プロジェクト

・紫色をキーワードにしたまちづくりを推進。

・地域ブランドの確立による地域活性化

紫根染製品 紫モチーフの商品

 

・筑紫野市では一般社団法人 

「むらさきまちづくり協会」が 

紫草の栽培に取り組んでいます。 

・また、平成１９年度より「紫 

プロジェクト」による紫色を 

キーワードにしたまちづくりを 

進めており、地域ブランドによる 

地域の活性化を図っています。 



49 

48  

決算審査特別委員会 

委 員 長：大石 泰 

副委員長：城間 広子 

委   員：田中 允 

辻本美惠子 

鹿島 康生 

井上 剛士 

平嶋 正一 

原口 政信 

白石 卓也 

宮﨑 吉弘 

山本 加奈子 

50 

 

一般会計歳入歳出決算額 

★歳入総額３２９億７３００万円 

前年度比１．２％（４億１６００万円）の増。 

市税は個人市民税や固定資産税、軽自動車税等 

２億３４００万円の増。 

地方交付税は２億５４００万円の減。 

★歳出総額３２１億４２００万円 

前年度比０．３％（８５００万円）の増。 

二日市保育所大規模修繕事業 

２億１４００万円 

小中学校空調設備４億７０００万円など。 

土木費４億３４００万円の減。 

51 国県支出金
７４億１３００万円

地方交付税
３９億２００万円

市債
２４億６００万円

諸収入など
２３億３０００万円

市税
１３１億５１００万円

地方譲与税など
１６億２４００万円

歳 入 総 額
３２９億
７３００万円

50

自主財源
１７６億
２７００
万円

依存財源
１５３億
４６００
万円

繰入金・繰越金など
１５億９３００万円

使用料及び手数料
５億５２００万円

 

★歳入の内訳 

〈 自主財源 ５３．５％〉 

市税・・・・・・・・・・・・ ３９．９％ 

諸収入など・・・・・・・・・ ７．１％ 

繰入金・繰越金など・・・・・４．８％ 

使用料及び手数料・・・ １．７％ 

〈 依存財源 ４６．５％〉 

国県支出金・・・・・・・２２．５％ 

地方交付税・・・・・・・１１．８％ 

市債・・・・・・・・・・・・・ ７．３％ 

地方譲与税など・・・  ４．９％ 
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民生費…40.3％
１２９億４０００万円

土木費…10.8％
３４億５３００万円

総務費…10.4％
３３億５２００万円

教育費…10.3％
３３億１２００万円

公債費…9.9％
３１億７７００万円

衛生費…8.5％
２７億４５００万円

その他…9.8％
３１億５９００万円

歳 出 総 額
３２１億

４２００万円

51  

★歳出の内訳 

民生費・・子どもや高齢者、障害者などの福祉に 

土木費・・道路や公園などの補修や建設に 

総務費・・行政の運営や戸籍、税金徴収などに 

教育費・・教育や文化・スポーツなどに 

公債費・・市の借金の返済に 

衛生費・・健康診断や予防接種、ごみ処理等に 

その他・・議会や農・商工業、消防などに 

53 

平成26年度 一般会計（他市との比較）

筑紫野市 春日市 大野城市 太宰府市

歳入
３２９億
７３００万円

３２７億

１０００万円

３２１億
３１００万円

２５８億
８７００万円

歳出
３２１億
４２００万円

３１７億
３１００万円

３１３億
６９００万円

２５１億
６２００万円

人口
27年3月
末時点

約
10万2千人

約
11万２千人

約
9万9千人

約
7万1千人

52  

近隣市との比較 

筑紫野市の歳入・・・約３２９億円 

歳出・・・約３２１億円 

春日市の歳入・・・約３２７億円 

歳出・・・約３１７億円 

大野城市の歳入・・・約３２１億円 

歳出・・・約３１３億円 

太宰府市の歳入・・・約２５８億円 

歳出・・・約２５１億円 

54 

筑紫野市 春日市 大野城市 太宰府市

財政力指数 ０．７４ ０．７１ ０．７８ ０．６７

経常収支
比率

８７．８ ９０．８ ８８．９ ８９．９

53  

財政力判断 

必要な経費に比べて、財源がどれだけ 

あるかを見る数値で、「１」に近いほど、 

余裕があると言われています。 

財源に比べて、借金の返済、人件費 

など、絶対必要な経費がどれくらいの 

割合かを見る数字で、小さいほど、施策 

に使える財源があるということです。 
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★資料要求した審査資料、決算資料を
基に、集中審査をする対象課を決定。

★８部局、４３課７４担当のうち、事業を
している７部門、１９課から、詳細な説明
を求めました。

★総括質疑を６項目に決定。

54  

★総務部門 

財政計画の進捗、生活交通対策、団体補助金等 

★企画政策部門 

新規・廃止事業、基金状況、預金運用状況 

★市民生活部門 

不納欠損、収入未済、国民健康保険、事業繰出金 

★環境経済部門 

ごみ処理、不況・雇用対策の交付金 

★健康福祉部門 

保育所定員、職員配置、生活困窮者自立支援 

★建設部門 

土地区画整理事業、道路維持管理事業 

★教育部門 

不登校、いじめ、暴力の実態対策 

56 

Q：収納対策について

A：納税における不均衡の是正のた
め、効果的かつ効率的な徴収体制
や徴収方法など、債権管理の一元
化も含め、検討を進めたい。

総 括 質 疑

55  

総括質疑１：収納対策について 

自主財源の歳入確保のため、不納欠損 

をなくし、収入未済分を確実に収納に 

つなげるため、債権管理条例の整備 

など、債権管理の一元化をすべきでは 

ないか。 

57 

Q:人事施策について

A:柔軟な組織機構の見直し、業務量
や業務内容に応じた職員配置、職
員の心身の健康について、意識し
ながら、簡素で効率的な行政運営
に努める。

56  

総括質疑２：人事施策について 

業務に従事する職員の適正配置及び、 

労務管理、健康管理は重要である。 

本市の人事施策としての取り組みに 

ついての考え方を伺いたい。 
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Q:子育て支援について

A:「筑紫野市子ども・子育て支援事業
計画」に基づき、施策を推進している。
病後児保育、障がい児保育の保育内
容の充実を図るとともに、届出保育施
設の利用状況の把握に努め、助成拡充
についても必要性の検討をする。

57  

総括質疑３：子育て支援について 

女性の社会進出を国も推進する中、 

妊娠から育児まで切れ目のない支援が 

求められている。 

市では認可保育所の拡充を図っている 

が、さらに病後児保育や障がい児保育 

の充実、届出保育所への助成など、 

保育の質の充実について伺いたい。 

59 

Q:産業・雇用をつくる

A:緊急雇用創出事業の補助金、青年
就農給付金の支給、住宅改修工事補
助などを実施。地方創生にかかる補
助制度等を最大限に活用しながら、
産業・雇用の創出に取り組みたい。

58  

総括質疑４：産業・雇用をつくる 

施政方針で、５つの重点施策が 

述べられているが、「産業・雇用を 

つくる」について、平成２６年度決算に 

おいて、この政策がどのように反映 

されたか。 

60 

Q:いじめ・不登校について

A:小学校に不登校対策専任指導員を
配置し、児童の不登校傾向を早期
に把握し、改善する取り組みを実
施。スクールカウンセラー等の配
置拡充は、要因等の分析が必要で、
今後の検討課題とする。

59  

総括質疑５：いじめ・不登校について 

決算資料において、不登校が増加して 

いる。 

いじめや不登校をなくし、教育の機会 

均等を保障するために、すべての 

子どもにとって、学校が安心して学びの 

場となるように、スクールカウンセラー、 

スクールソーシャルワーカーの配置を 

拡充すべきではないか。 
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Q:財政計画の進捗状況について

A:実質収支の黒字、15％以内の実質公債

費比率、基金の積立、起債残高の減少
等が実現、達成に向け順調に推移。

財政計画は、重点施策の柱である行財
政改革の根幹であり、計画達成に努め
る。

60  

総括質疑６：財政計画の進捗状況 

平成２３年度から５ケ年計画で財政計画 

を進め、平成２７年度で完了する予定。 

７項目の目標達成に近づいている。 

これまでの検証を行い、次期の財政 

計画に反映させることが肝要であるが、 

最終年を迎えての市長の評価を伺う。 

62 

《 反対討論 》
市には、さらなる市民要求に応える体力

があり、福祉、教育重視の財政運営で、地
域経済の発展を目指すべき。

《 賛成討論 》
財政が収縮する中でも、保育所の改修

や小中学校へのエアコンの導入などは将
来のための歳出。
子育て世代への施策の充実の結果とし

て、人口増、税収増に繋がっている。
全体として財政計画に基づいた運営で

ある。
61  

討 論・採 決 

討論・採決の結果、平成26年度 

筑紫野市一般会計歳入歳出決算に 

ついては賛成多数で認定することに 

決しました。 

63 

62  

予算審査特別委員会 

委 員 長：高原良視 

副委員長：上村和男 

委    員：佐藤政志 

横尾秋洋 

赤司泰一 

下成正一 

中山雄夫 

阿部靖男 

西村和子 

古賀新悟 

波多江祐介 
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＊市の予算を審査し、決定する役割を担っています。

予算審査特別委員会は

審
査
に
必
要
な
資
料
請

求
と
集
中
審
査
を
行
う

部
と
課
の
決
定

各
課
集
中
審
査
を
通
じ

て
総
括
質
疑
で
取
り
上

げ
る
べ
き
事
項
を
決
定

総
括
質
疑

市
長
の
答
弁

討
論
・
採
決

63  

【進め方】 

①審査に必要な資料請求と集中審査を行う 

部や課を決定。 

②各課集中審査を行い、これを通して、市長 

に対しての総括質疑で取り上げる事項を 

決定。 

③市の３役の出席を求め、委員長が総括 

質疑を行い、市長が答弁。 

④その後、委員は、予算案について討論、 

採決を行い、この採決内容を本会議に 

報告します。 

65 

平成27年度・一般会計

３０８億７０００万円
（前年度から６億１００万円減）

平成24年度
当初予算

平成25年度
当初予算

平成26年度
当初予算

317億3400万円 315億7100万円 314億7100万円

64  

平成２7年度一般会計予算は、前年度 

から、６億１００万円を減額した３０８億 

７０００万円。 

ここ３年間は、少しずつ縮小。 

66 国県支出金
７４億９００万円

地方交付税
３６億４５００万円

市債
２２億４０００万円

諸収入など
１９億７８００万円

市税
１３０億６７００万円

地方譲与税など
１７億３１００万円

歳 入 総 額
３０８億
７０００万円

65

自主財源
１５８億
４２００
万円

依存財源
１５０億
２７００
万円

繰入金・繰越金など
２億１９００万円

使用料及び手数料
５億７６００万円

 

★歳入の内訳 

〈 自主財源 ５１．３％〉 

市税・・・・・・・・・・・・・・４２．３％ 

諸収入など・・・・・・・・・  ６．４％ 

使用料及び手数料・・・ １．９％ 

繰入金・繰越金など・・  ０．７％ 

〈 依存財源 ４８．７％〉 

国県支出金・・・・・・・・ ２４．０％ 

地方交付税・・・・・・・・ １１．８％ 

市債・・・・・・・・・・・・・・  ７．２％ 

地方譲与税など・・・・   ５．７％ 
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歳出総額
３０８億

７０００万円

土木費
３３億

６３００万円

教育費
２６億

６３００万円

民生費
１２６億

７３００万円

総務費
３４億

９０００万円

公債費
３１億

２００万円

衛生費
２８億

８１００万円

その他
２６億

９４００万円

歳出の内訳

66  

歳出の内訳は、 

民生費 １２６億７３００万円、４１．１％、 

総務費  ３４億９０００万円、１１．３％ 

土木費  ３３億６３００万円、１０．９％、 

公債費  ３１億 ２００万円、１０．１％、 

衛生費  ２８億８１００万円  ９．３％ 

教育費  ２６億６３００万円、 ８．６％、 

 

参考：昨年度で終了の事業 

共同調理場施設整備事業、 

筑紫小学校プール改築事業、二日市保育所大

規模修繕事業  など。 

68 

●資料請求した審査資料、予算資料を基に、
集中審査をする対象課を決定。

● 7部門 25課に詳細の説明を求めました。

●総括質疑を７項目に決定。

67  

１．総務部門 

財政状況の推移、地域公共交通網形成計画 

策定事業内容 等 

２．企画政策部門 

平成27年度新規事業･廃止事業概要、 

各課組織機構図 等 

３．環境経済部門 

ごみ収集事業の委託料の算出方法、繰出金 等 

４．健康福祉部門 

公･私立保育所の定員と平成27年度入所児童 

見込み、職員数 等 

５．建設部門 

筑紫地区まちづくり整備事業、河川改修事業 

６．教育部門 

就学援助受給者数と総額の推移･受給者数 

見込み、不登校対策 等 

７．市民生活部門 

市民税･滞納繰り越し分の年度別状況及び 

今年度徴収計画 等 
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・予算審査特別委員会での審査を通して、
執行部に伝えるべき重要事項について
委員会協議の上質疑を行います。

・総括質疑は市執行部、３役の出席を求め
て行います。

総括質疑は

68  

・総括質疑は、予算審査特別委員会 

での審査を通して、執行部に伝える 

べき重要事項について委員会協議の 

上、委員長が代表して質疑を 

行います。 

・総括質疑は市執行部、３役 

（市長・副市長・教育長）の出席を 

求めて行います。 

70 

Q:財政について

A:①目標達成に向け順調に推移している。

②今年度の予算の編成には、５つの重点
施策を柱とし、行財政運営の効率化を強
化した内容としている。

③次期財政計画の策定は、財源の確保に
努め、行政施策と財政状況の整合を図り、
健全・安定した財政運営の維持を図る。

69  

総括質疑１：財政について 

①平成２３年度からの５カ年計画による 

財政計画が今年度で終了するが、 

これまでの達成度をどう評価しているか。 

②５ヵ年の最終年度の予算に反映されて 

いるのか。 

③市庁舎建設などの多額の財源を要する 

事業が予測されるが、次期財政計画の 

収支のバランスと安定した財政運営に 

向けての姿勢は。 

71 

Q:地方版総合戦略について

A:本市の人口ビジョンや市民アンケ
ート調査、各種事業の進捗状況など
、本市の現状や課題等を踏まえ、
「地方版総合戦略」を策定したいと
考えている。

70  

総括質疑２：地方版総合戦略について 

国においては、「長期ビジョン」と「総合 

戦略」の全体像が示された。市において 

も、今後想定される人口減少対策、 

高齢者支援、子育て支援の強化、景気 

対策、更には、市の交通網体系の策定 

などの課題が考えられるところであるが、 

市が目指す「地方版総合戦略」の基本的 

な策定方針についての考え方は。 



72 

Q:公共サービスの充実と人事施策に
ついて

A:今年度は、臨時職員から嘱託職員へ
の雇用形態の変更や、一般事務臨時
職員の賃金の増額をした。今後も、
市民サービスの向上のため、引き続
き職員の適正な配置に努める。

71  

総括質疑３：公共サービスの充実と人事施策に

ついて 

住民サービスの向上を図る観点から、職員の資

質と能力の向上が求められる。 

非正規職員の責任ある業務遂行と、資質・ 

能力の向上を図る施策の１つとして雇用条件の

改善等により、優秀な人材登用と併せて 

住民サービスの向上に繋がると思慮されるが、 

人事施策としての考えは。 

73 

Q:国保会計への繰出金について

A:結果的に国保会計の歳入不足によ
り一般会計から繰出しが必要とな
った場合には、保険者として責任
をもって対応していく。

72  

総括質疑４：国保会計への繰出金について 

国民健康保険事業特別会計の赤字を補填 

するため、毎年一般会計からの繰り入れが 

常態となっているが、本年度予算では、 

赤字補填のための繰出金が計上されていない 

が、国保財政の安定的な運営は、保険者と 

して責任を持って対応し、市の被保険者に 

さらなる負担がないことを確認したい。 

74 

Q:環境衛生について

A:環境衛生推進員をはじめ、クリー
ンヒル宝満などと連携し、市民啓
発等により、ごみの排出抑制・再
資源化の取り組みを進める。

73  

総括質疑５：環境衛生について 

平成２７年度予算におけるごみ収集 

事業について、世帯数、粗大ごみ量 

増のため予算額が増額されている。 

環境負荷を減らす循環型社会づくりに 

向け、市民の環境意識向上が不可欠 

であり、環境衛生推進員協力員の活用 

も含め、どのような取り組みを考えている

のか。 



75 

Q:地域コミュニティについて

A:本年４月から事務支援職員を配置し
たが、各コミュニティと協議をしな
がら進めたい。
コミュニティは、「共助社会」が築
かれることが最終的な姿だと考える。

74  

総括質疑６：地域コミュニティについて 

市内に７地域のコミュニティ運営の 

組織が設立されたが、平成２７年度以降 

具体的な市の支援策、各地域の課題 

解決に向け、どのように進めていく 

のか。 

また、市が目指す地域コミュニティの 

最終的な姿はどのようなものか。 

76 

Q:今後の都市計画 まちづくりについ
て

A:本市の有する資源を活かし、良好な
自然環境や美しい景観、安全かつ快
適でゆとりのある生活空間の形成を
図り、暮らしやすいまちづくりを推
進したい。

75  

総括質疑７：今後の都市計画 まちづくりについて 

市内で９地区の区画整理事業が完了し、大きな効果 

を与えてきた。筑紫駅西口土地区画整理事業も 

同様の効果が期待される。 

本市は交通の利便性が良いことなどから、まちの 

発展に対するポテンシャルが高い。また、ＪＲ二日市 

駅前再開発、イオン周辺等々、地域での開発の 

協議がなされている。 

今年度に第五次筑紫野市総合計画・都市計画 

マスタープランの策定がおこなわれるが、今後の 

都市計画、まちづくりについての考え方は。 

77 

《反対討論》

依然として市民生活は厳しい状況下にあ
り、市民生活向上のために施策を講じられ
ることを求める。

《賛成討論》

今後も、厳しい財政運営となることが懸
念される中で、市民ニーズを的確に見極め
て、予算編成されていることを高く評価す
る。

76  

討論・採決の結果、 

平成27年度筑紫野市一般会計予算につ

いて、賛成多数で原案のとおり可決する

ことに決しました。 



78 

77  

山神ダム上流域産業廃棄物問題対策 

特別委員会 

委 員 長：上村 和男 

副委員長：井上 剛士 

委    員：城間 広子 

大石   泰 

平嶋 正一 

原口 政信 

白石 卓也 

山本加奈子 

79 

 

山神ダム上流域産業廃棄物問題対策特別委員会 

とは 

・平成１１年１０月、産業廃棄物処分場において、 

硫化水素ガスが原因による、３名の死亡事故が 

発生 

・平成１１年１１月、産業廃棄物問題対策特別委員会 

として設置。 

・新たな委員会構成のもと、環境の汚染、不法投棄、 

処理場をめぐる紛争などが発生し、深刻な状態に 

なっており、産業廃棄物問題に対する、よりよい 

解決方法や対策を調査・研究する。 

80 

 

・筑紫野・大宰府・小郡の３市２３万人の 

水道水源である山神ダム上流域には、 

今もなお１３０万㎥を越える産業廃 

棄物が現地に残されたまま。 

・いまだに硫化水素ガスが発生して 

いる。 

平成１１年の硫化水素ガス死亡事故を受けて設置

平成１１年１０月７日西日本新聞朝刊より

79



81 

 

・新たな委員会構成となり、市議会における産廃 

問題への取組認識を共有するため、「産廃問題へ 

の取り組み経過報告書」をもとに確認 

 

82 

 

平成１７年５月に撮影された場内の様子

です。 

83 

 

委員会の流れ 

・定例議会ごとに、福岡県より示されたモニタリング 

の数値及び筑紫野市が毎月行っている水質検査 

の報告受ける。 

・報告を受け、委員会で協議検討を行い、福岡県に 

対して調査・要請事項を提出する。 

・県に提出した調査・要請事項は、次回の定例 

委員会にて回答報告されます。 

委員会の流れ
定例議会

県より調査・要望事項報告

調査報告
モニタリングの数値

水質検査

協議検討
県への調査要望事項

県への調査・要望
事項提出

次回定例議会

県より調査・要望事項
報告

調査報告
モニタリングの数値

水質検査

協議検討
県への調査要望事項

県への調査・要望
事項提出

80



84 

 

改善・措置命令の履行 

・福岡県から業者に対して、許可容量を 

超えた廃棄物を撤去するよう改善・ 

措置命令。 

・平成７年に締結された環境保全 

協定書の履行。 

85 

平成２６年９月２２日 ㈱産興現地視察申し入れ

82  

産廃処分場内視察の申し入れ 

・委員会の決定を受けて、７月１日に 

株式会社産興への処分場内視察の 

申し入れを、正副委員長、執行部、 

事務局にて実施したが、相手側より 

視察を断られる。 

86 

 

福岡県へ意見書提出 

・委員会では１２月をめどに、福岡県へ 

産廃問題解決への要請行動を行い、 

国への要請行動の検討、同様の事案 

で産廃問題の解決にむけて取り組んで 

いる自治体への視察を検討。 

・今後も、市民が安全で安心して暮らせる 

環境づくりのため産業廃棄物問題解決 

に向けて活動してまいります。 
83



87 

84  

市庁舎建設調査研究特別委員会は 

全議員の２２名で構成している委員会 

です。 

88 

85

本館 第３別館
 

左が本館、右が第3別館です。 

写真以外には、別館が第5まで 

あります。 

本館のもっとも古い部分は、建築後 

７９年が経過しています。 

89 

86

教育委員会

文化財担当上下水道庁舎

 

上下水道庁舎、文化財担当、 

教育委員会棟などが離れています。 



90 

87

教育委員会 ＪＲ二日市

文化財担当

西鉄紫

上下水道庁舎
本館

二日市小

二日市
東小

 

施設や機能が分散しており、市民の 

利便性やバリヤフリーの観点についても 

問題があると考えられます。 

91 

年月 市 議 会

平成12年 ３月：市庁舎問題対策特別委員
会 設置

平成13年 ２月：市庁舎問題検討委員会
設置要綱施行
８月：市庁舎建設検討委員会
設置要綱施行
１１月：新庁舎建設基本構想
（案）の策定

９月：市庁舎建設対策特別委員
会 設置

平成14年 ３月：新庁舎建設審議会条例
施行
７月：基本構想（案）の諮問

６月：新庁舎建設基本構想
（案）の審議

平成15年 ３月：財政状況を理由に新庁
舎建設は見送り

３月：審議会検討経緯及び答申
内容の審議

88  

平成12年～15年までの、執行部・議会の

経緯です。 

平成15年には、財政状況を理由に 

新庁舎建設は見送りされました。 

92 

腐食状況確認

鉄筋の破断

89  

執行部が、平成19年に実施した本館の 

耐震診断結果によると、一部が耐震 

基準を満たしておらず「地震に対して 

危険である」との結果でした。防災・ 

災害復興の拠点として不安が多いと 

思われます。 



93 

年月 市 議 会

平成25年 ５月：市庁舎建設検討委員会
による検討再開

平成26年 ３月：庁舎の検討状況の報告を
受ける

平成27年 ３月：市庁舎建設調査研究特別
委員会 設置

～１０月：計７回委員会開催

90  

執行部は、平成25年に庁舎建設 

検討委員会で検討を再開しました。 

議会は、平成27年3月に市庁舎建設 

調査研究特別委員会を設置しました。 

94 

91

九州森永乳業跡地 文化会館エリア

 

５か所あった候補地全ての現地視察 

も実施しました。 

写真は「九州森永乳業跡地」「文化会館 

前バス停付近」の現地視察をしている 

様子です。 

95 

 

総面積は約 18,300 ㎡。 

うち約 3,400 ㎡は二日市東コミュニティ 

センターで、市庁舎建設用地としては 

約 15,000 ㎡です。 

現庁舎の敷地が約 10,000 ㎡ですので、 

必要面積は十分に確保できているとの 

ことでした。 

 


